
○福岡県警察公文書管理規程の制定について（通達） 

平成１４年３月１１日 

福岡県警察本部内訓第４号 

本部長 

この度、福岡県警察公文書管理規程（平成１４年福岡県警察本部訓令第７号）の制定に伴い、

同訓令の運用について次のように定め、４月１日から施行することとしたので、運用上誤りのな

いようにされたい。 

なお、福岡県警察文書規程の制定について（昭和４２年福警総内訓第１３号、福警務内訓第１

２号）は、廃止する。 

記 

１ 趣旨 

この内訓は、福岡県警察公文書管理規程（平成１４年福岡県警察本部訓令第７号。以下「規

程」という。）第５１条の規定に基づき、規程の運用について必要な事項を定めるものとする。 

２ 目的（規程第１条関係） 

公文書には電磁的記録も含まれるが、電磁的記録を印字した公文書と電磁的記録とが共に存

在する場合は、原則として電磁的記録を印字した公文書を原本とする。 

３ 定義（規程第２条関係） 

「職員が職務上作成し、又は取得した」とは、職員が自己の職務の範囲内において、事実上

作成し、又は取得した場合をいい、「組織的に用いるもの」とは、当該公文書がその作成又は

取得に関与した職員個人の段階のものではなく、組織において業務上必要なものとして利用又

は保存をされている状態のものをいう。 

４ 公文書に関する事務処理の原則（規程第３条関係） 

電話その他の方法により指示、連絡、照会、報告等を受けたときは、軽易又は定例的なもの

を除き、原則として電話筆記用紙（様式第１号）を用いて処理するものとする。 

５ 文書担当者（規程第８条関係） 

（１） 所属における文書担当者の指名基準は、次表のとおりとする。 

所属 文書担当者 

本部の課、警務部監察官室及び部

の附置機関、福岡市警察部庶務

課、機動警察隊並びに学校 

庶務を担当する係長（当該係長を規程第７条第１項の規定によ

り文書管理担当者として指名している所属にあっては、当該係

長以外で、事務処理を行う上で文書管理者が適任と認める者）

１人及び庶務を担当する係以外の係ごとに係長（係長の配置の



ない場合は、事務処理を行う上で文書管理者が適任と認める者）

１人 

署 総務を担当する係長１人並びに総務を担当する課（係）以外の

課（係）及び隊（係）ごとに係長（係長の配置のない場合は、

事務処理を行う上で文書管理者が適任と認める者）１人 

（２） 文書管理者は、文書担当者を指名したときは、その階級等及び氏名を本部の文書主管

課長を経由して総括文書管理者に通知しなければならない。 

６ 公文書の種類（規程第９条関係） 

公文書の形式は、原則として書式例（別記第１）に定めるところによる。 

７ 令達文書の種類（規程第１０条関係） 

訓として制定する事項は、次のとおりとする。 

（１） 訓令又は内訓の委任に基づく、職務運営上の細目的事項 

（２） 訓令又は内訓に抵触しない限度で、独自に部（市警察部を含む。以下同じ。）又は所

属の運営又は事務処理上必要な事項 

８ 通達文書の種類（規程第１１条関係） 

（１） 一般通達には、有効期間を定め、当該一般通達に明示するものとする。この場合にお

いて、当該有効期間の満了する日は、当該一般通達の保存期間の満了する日を超えてはなら

ない。 

（２） 一般通達の有効期間は、当該一般通達の内容に応じ、必要な最小限度の期間としなけ

ればならない。 

（３） 一般通達は、特に必要があると認めるときは、事前に本部の文書主管課長及び関係所

属長と協議の上、当該一般通達により示達した日の属する年の翌年の１月１日（会計年度に

よるものにあっては、示達した日の属する会計年度の翌会計年度の４月１日）から起算して

３年を超えない範囲内において、その効力の延長手続をとることができる。 

９ 一般文書の種類（規程第１２条関係） 

一般文書の種類ごとの意義は、次のとおりとする。 

（１） 通知 特定の相手方に対して、一定の事実、処分又は意思を知らせるもの 

（２） 照会 問い合わせのために発するもの 

（３） 回答 照会に対して返答するもの 

（４） 報告 上司又は上級機関に対して、一定の事実、経過その他必要事項を申し述べるも

の 



（５） 連絡 特定の相手方に対して、軽易又は定例的な事項について知らせるもの 

（６） 上申 上司又は上級機関に対して、意見、事実その他必要事項を申し述べるもの 

（７） 申請 上級機関に対して、許可、認可その他一定の行政行為を求めるために発するも

の 

（８） 執務資料 法令等の解説等で規範性を有しないもの、機器、装備品等の操作要領その

他職員の能力の向上に資するための資料 

（９） その他 契約書、協定書、賞状、証明書その他（１）から（８）までに掲げる以外の

もの 

１０ 発信者名及び宛名（規程第１３条関係） 

（１） 「専決事項に係るもの」とは、福岡県警察事務決裁規程（平成３年福岡県警察本部訓

令第６号）に定める専決事項をいう。 

（２） 発信者名及び宛名の記載については、発信者名及び宛名記載例（別記第２）に定める

ところによる。 

１１ 文書主管課の文書担当者の職務等（規程第１４条関係） 

（１） 第１項各号に掲げる公文書を受領した職員は、当該公文書のうち、公印等が押なつさ

れているもの、文書番号が付されているものその他その内容となっている事項が事務の遂行

上重要であると認められるもの（警察文書伝送システム又は電子メールにより受領した公文

書にあっては、これを印字したもの）については、その宛先に応じ、主務課の文書担当者又

は公安委員会文書担当者に回付するものとする。 

（２） 主務課の文書担当者は、（１）の規定により公文書を回付されたときは、収受の手続

をとった後、事務担当者に交付するものとする。 

（３） 公安委員会文書担当者は、（１）の規定により公文書を回付された場合で当該公文書

に係る事務を主管するときは、収受の手続をとった後、処理するものとする。ただし、当該

公文書に係る事務を他の所属が処理することが適当と認めるときは、収受の手続をとった後、

主務課の文書担当者に配布するものとする。 

（４） 警察文書伝送システム又は電子メールにより受領した電磁的記録は、原則として用紙

に印字して処理するものとする。ただし、電磁的記録が本文に添付された計算式等で、これ

を印字すると大量の用紙が必要となるとき又は電磁的記録により処理することが適当である

と認めるときは、この限りでない。 

１２ 主務課の文書担当者の職務（規程第１５条関係） 

（１） 公文書の文書件名簿への登載は、黒色又は青色で記載するものとする。 



（２） 文書件名簿への登載を省略できる公文書は、次のとおりとする。 

ア 官報、公報、新聞、雑誌その他の定期刊行物 

イ パンフレット・ポスターの類 

ウ 福岡県警察内から取得した軽易又は定例的な通知、照会、回答、連絡、上申その他の一

般文書であって、保存期間が用済後廃棄のもの 

１３ 起案文書の作成要領（規程第２２条関係） 

（１） 起案用紙の各欄の記載要領は、次のとおりとする。 

ア 起案年月日、決裁年月日及び施行年月日欄 

起案者が、起案した年月日、決裁が終了した年月日及び施行した年月日を記載すること。 

イ 分類欄 

起案者が、公文書分類基準表による分類を記載すること。 

ウ ファイル名欄 

起案者が、公文書分類基準表による標準的ファイル名に基づき当該公文書の属する公文

書ファイルの名称を記載すること。ただし、起案時において公文書分類基準表に該当する

標準的ファイル名がないときは、公文書ファイルを取りまとめた時点で記載すること。 

エ 文書番号欄 

起案者が、所属記号等及び文書番号を記載すること。 

オ 施行方法欄 

起案者が、各所属配布、県公報登載、例規システム登録等施行方法を簡潔に記載するこ

と。 

カ 保存期間欄 

起案者が、公文書保存期間基準表により原議の保存期間を記載すること。 

キ 文書担当者欄 

文書担当者が、押印すること。ただし、起案者と文書担当者とが同一のときは、押印を

省略することができる。 

ク 浄書欄 

浄書者が、押印すること。ただし、起案者と浄書者とが同一のときは、押印を省略する

ことができる。 

ケ 校合欄 

校合者が、押印すること。ただし、起案者と校合者とが同一のときは、押印を省略する

ことができる。 



コ 起案者欄 

起案者が、課・室・係名等及び電話番号を記載して押印すること。 

（２） 簡易処理用紙は、起案した所属において、当該簡易処理用紙を保存する必要がないと

きの起案に使用することができる。 

１４ 起案文書の修正等（規程第２３条の２関係） 

（１） 修正のための決裁の起案の方法 

ア 起案文書の件名 

修正のための決裁を受ける起案文書の件名は、原議の件名を引用した上で、これの一部

を修正するものである旨を記載することにより、当該決裁が原議を修正するためのもので

あることを明らかにするものとする。 

イ 決裁手続の簡素化 

規程第２３条の２第３項の簡素化した手続は、同条第２項の規定にかかわらず、合議先

に対する決裁を省略する手続とする。 

なお、合議先に対する決裁を省略する場合は、当該合議先に対してその旨を通知すると

ともに、起案用紙に通知した合議先及び通知した旨を記載するものとする。 

（２） 修正のための決裁を要しない起案文書の変更 

起案文書の文面を変更しない形式的な体裁の変更等については、そのために改めて決裁を

受けることは要しない。 

（３） 文書番号の取得 

ア 原議の施行前において、当該原議に係る修正のための決裁を受けた起案文書を施行する

ときは、当該修正のための決裁を受けた起案文書について文書番号を取得するものとする。 

イ 原議の施行後において、当該原議に係る修正のための決裁を受けた起案文書を施行する

ときは、当該原議の文書番号と異なる文書番号を取得するものとする。 

（４） 修正のための決裁を受けた起案文書等の保存方法 

修正のための決裁を要しない体裁の変更等を行った文書及び修正のための決裁を受けた起

案文書は、原議と保存期間満了日を同一とするとともに、当該原議と同一のファイルに保存

するものとする。 

１５ 合議（規程第２４条関係） 

（１） 部長、副部長、統括参事官及び所属長に係る合議 

ア 部長、副部長、統括参事官及び所属長は、他の部、市警察部又は所属に関係のある事案

の処理については、原則として、同一部内にあっては主管の所属長の、他の部に関係する



場合にあっては主管の部長又は統括参事官の回議を経た後、合議しなければならない。た

だし、急を要し合議するいとまのないときは、事前に口頭又は電話により関係の部長、統

括参事官及び所属長の同意を求め、事後速やかに回覧するものとする。 

イ 合議済みの起案文書が変更されたとき又は廃案になったときは、起案課において速やか

に関係の部長、統括参事官及び所属長に通知するものとする。ただし、形式その他軽易な

変更については、この限りでない。 

（２） （１）の規定は、署の管理官、課長及び隊長に係る合議について準用する。 

１６ 所属記号等（規程第２８条関係） 

（１） 部長名、副部長名、統括参事官名及び市警察部の次長名の公文書並びに他の部に関係

する公文書（合議したものに限る。）には、主務課の属する部の略号を記載するものとする。 

（２） 首席監察官名及び監察官名の公文書には、警務部監察官室の略号を記載するものとす

る。 

（３） 福岡県警察内に発する通達文書及び一般文書は、当該通達文書及び一般文書に係る事

務の主務課係名（単独の所属長名の一般通達及び一般文書にあっては、担当係名）、電話番

号及び関係部課名をその末尾に記載するものとする。 

なお、関係部課名欄は、合議した他の部又は所属（署の課及び隊を含む。）について記載

するものとし、合議が各部（署にあっては、各課及び隊）にわたる公文書については各部（署

にあっては、各課又は各課・隊）と記載し、その他の公文書については所属記号等の略号を

記載するものとする。ただし、関係部課名の記載を要しないものについては、関係部課名欄

を省略するものとする。 

（４） 公安委員会記号等の記載要領は、「福岡公委」の次に令達文書の種類及び括弧でくく

った所属記号等の略号を付すものとし、その記載例は、次表のとおりとする。 

種類 記載例 

指令 福岡公委指令（○）第○○号 

発 福岡公委発（○）第○○号 

１７ 文書番号等（規程第２９条関係） 

（１） 所属に備付けの公安委員会の指令及び発の令達番号簿は、文書管理者の承認を得て分

冊することができる。 

（２） 照会に対する回答等収受した公文書に基づいて発出する同一事案の公文書は、受付番

号を付してこれに代えることができる。 

１８ 文書件名簿への登載の例外（規程第３０条関係） 



（１） 発出する公文書の文書件名簿への登載は、赤色で記載するものとする。 

（２） 文書件名簿への登載を省略できる発出に係る公文書は、福岡県警察内に対して発出す

る軽易又は定例的な通知、照会、回答、連絡、上申その他の一般文書であって、保存期間が

用済後廃棄のものとする。 

（３） （２）の公文書は、文書番号に代えて号外で発することができる。 

１９ 発送の方法（規程第３３条関係） 

（１） 逓送 

逓送の要領については、別に定める。 

（２） 郵送 

ア 公文書を郵送するときは、本部庁舎の所属にあっては総務部総務課文書管理係の文書担

当者に、市警察部、学校及び署にあっては文書主管課の庶務を担当する係の文書担当者に、

地域部自動車警ら隊、同部鉄道警察隊、刑事部機動捜査隊、暴力団対策部北九州地区暴力

団犯罪捜査課、交通部運転免許試験課、同部交通機動隊、同部高速道路交通警察隊、警備

部第一機動隊及び同部第二機動隊（（３）においてこれらを「自動車警ら隊等」という。）

にあっては庶務を担当する係の文書担当者に依頼するものとする。 

イ 文書担当者は、アの規定により郵送の依頼を受けたときは、発送郵便物受付簿（様式第

２号）に登載して処理するものとする。 

ウ 本部庁舎及び市警察部の所属にあっては、特に急を要するときその他必要があるときは、

アの規定にかかわらず、所属において直接発送することができる。 

（３） 特使 

ア 公文書を特使によって送達するときは、文書送達簿（様式第３号）に登載して処理する

ものとする。 

イ 文書送達簿は、本部庁舎の所属にあっては庶務を担当する係に、市警察部、学校及び署

にあっては文書主管課に、自動車警ら隊等にあっては庶務を担当する係に備え付けるもの

とする。 

２０ 福岡県公報への登載（規程第３４条関係） 

福岡県公報の登載依頼手続は、発行予定日（定期発行日及び号外発行日をいう。）の８日前

（原稿用紙３１枚以上は１１日前、印刷に相当期間を要すると認められるものは本部の文書主

管課長が指示する日）までに本部の文書主管課長に提出しなければならない。この場合、期間

の計算は、次に掲げる日は算入しないものとする。 

（１） 日曜日及び土曜日 



（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３） １２月２９日から翌年１月３日までの日（（２）に掲げる休日を除く。） 

２１ 公文書分類基準表（規程第３５条関係）及び公文書ファイル管理簿（規程第３６条関係） 

（１） 公文書の分類 

公文書の分類とは、数多くの公文書の中から必要なものをいつでも取り出せるように、一

定の基準に従って系統的に分類することをいう。 

（２） 分類の対象となる公文書 

分類の対象となる公文書は、規程第２条第１号に規定する公文書とする。ただし、次に掲

げる公文書は、この限りでない。 

ア 刑事事件に係る訴訟に関する書類 

イ 官報、公報、新聞、雑誌その他の定期刊行物及びパンフレット・ポスターの類 

ウ 福岡県警察内から取得した公文書のうち、当該公文書に基づき新たに起案を要しない公

文書 

（３） 公文書の整理方法 

公文書を分類するためには、公文書を公文書ファイルとしてまとめることが必要であり、

次に掲げる方法により、又はこれらを組み合わせて整理するものとする。 

ア 主題（内容）別整理方法 

公文書が「何について書かれているか」別に、その主題（内容）ごとに整理する方法を

いう。 

イ 一件別整理方法 

事案、事件等に関する公文書をその発生から終了までをひとまとめにして整理する方法

をいう。 

ウ 標題別整理方法 

備付簿冊、帳簿等標題が決まっている公文書について、その標題をそのまま利用して整

理する方法をいう。 

エ 対象別整理方法 

主に主題別に整理した公文書の量が多い場合に、これを更に細分化して整理する場合に

用いるもので、公文書が「誰から」又は「どこから」来たのか、その対象ごとに整理する

方法をいう。 

オ 時期別整理方法 

主に主題別又は標題別に整理した公文書の量が多い場合に、これを更に細分化して整理



する場合に用いるもので、公文書を月別、四半期別等その時期に着目して整理する方法を

いう。 

カ 形式別整理方法 

公文書の内容等に関係なく、訓令、通達、通知、報告等公文書の形式によって整理する

方法をいう。 

（４） 公文書分類基準表及び公文書ファイル管理簿の作成要領 

ア 作成のための入力等 

公文書分類基準表及び公文書ファイル管理簿の作成は、福岡県警察文書管理システム（以

下「文書管理システム」という。）により行うものとし、文書管理システムへの入力等の

操作は、文書担当者の指示により、文書管理システムの操作担当者が行うものとする。 

イ 公文書分類基準表の作成要領 

公文書分類基準表は、別記第３及び別記第４を基準に、アルファベット及び算用数字を

組み合わせた分類記号と次に掲げる分類の構成・分類項目等に基づく分類項目とを組み合

わせ、その下に公文書ファイルに付した名称（以下「公文書ファイル名」という。）を類

型化した標準的ファイル名及び保存期間を設定して所属ごとに作成するものとする。 

（ア） 分類の構成 

分類の構成は、公文書に係る事務の性質、内容等に応じ、大分類、中分類及び小分類

とする。 

（イ） 分類項目等 

a 大分類 

大分類の分類項目は、所属名とし、大分類の表記は、別記第４のとおりとする。 

b 中分類 

中分類の分類項目は、共通文書（規程第４０条第３項ただし書に規定する原則とし

て所属に共通して備え付ける公文書であって、総括文書管理者が別に定めるものをい

う。以下同じ。）及び固有文書（共通文書以外の公文書であって、担当業務を推進す

る過程で作成し、又は取得するものをいう。以下同じ。）とし、固有文書の分類項目

については、本部所属（警察署を除く所属をいう。以下同じ。）にあっては係相当の

担当業務、警察署にあっては課相当の担当業務とする。 

c 小分類 

小分類の分類項目は、中分類の分類項目の業務内容を更に細分化したものとする。 

d 標準的ファイル名 



標準的ファイル名は、公文書ファイル名を類型化した名称であり、補足的なタイト

ル部分を除いたものとする。 

e 保存期間 

保存期間は、標準的ファイル名ごとに規程第４０条及び継続管理文書の保存期間に

ついて（平成２０年福岡県警察本部内訓第３７号）の３の規定により定めるものとす

る。ただし、法令等の規定により特別の定めがある場合は、当該法令等の定めるとこ

ろにより定めるものとする。 

f 共通文書の分類 

共通文書の分類については、総括文書管理者が全ての所属における分類項目、標準

的ファイル名及び保存期間を定めるものとする。 

ウ 公文書分類基準表の修正等 

公文書分類基準表の内容に変更が生じた場合は、次のとおり修正等を行うものとする。 

（ア） 総括文書管理者は、規程第３５条第３項及び第４０条第３項の規定により、毎年

１回以上、共通文書の標準的ファイル名等の変更の有無を調査し、変更があった場合は、

その内容を文書管理者に通知すること。 

（イ） 共通文書を主管する本部所属の長は、共通文書の内容に変更が生じた場合は、そ

の都度その内容を総括文書管理者に報告すること。 

（ウ） 総括文書管理者は、（イ）により報告を受けた場合は、共通文書の調整を行い文

書管理者に通知すること。 

（エ） 文書管理者は、固有文書の内容に変更が生じた場合は、所属においてその都度修

正し、又は追加するものとし、削除については、削除すべき内容を総務部総務課長（文

書管理係）に連絡の上、行うこと。 

エ 公文書ファイル管理簿の作成要領 

公文書ファイル管理簿は、公文書分類基準表に基づき作成した公文書ファイルのうち、

保存期間が１年以上のもの（継続管理文書を含む。）について、次の要領により、原則と

して、当該公文書ファイルを作成の都度その情報を文書管理システムに入力して作成する

ものとする。この場合において、電磁的記録を印字した公文書と電磁的記録とが共に存在

する場合は、原則として電磁的記録を印字した公文書ファイルの内容を入力するものとす

る。 

（ア） 入力項目 

入力項目は、次のとおりとする。 



a 年（年度） 

公文書ファイルを作成した年又は会計年度を西暦で入力する。ただし、継続管理文

書については、「継」と入力する。 

b 分類 

公文書ファイルの大分類、中分類及び小分類を入力する。 

c 公文書ファイル名 

公文書分類基準表に掲げる標準的ファイル名をもとに、補足的なタイトル部分を付

加した公文書ファイル名を入力する。 

d 分冊数 

公文書ファイルの分冊数を入力する。 

e 保存期間 

公文書分類基準表に掲げる保存期間を入力する。ただし、継続管理文書のうち継続

して活用する必要がなくなったものについては、括弧内に示している保存期間を入力

する。 

f 保存期間満了日 

保存期間が長期のもの及び継続管理文書を除く公文書ファイルの保存期間満了日を

入力する。 

なお、継続管理文書については、継続して活用する必要がなくなってからの保存期

間満了日を入力する。 

g 管理担当課・係 

公文書ファイルを管理している所属の課、係等を入力する。 

h 保存場所 

公文書ファイルを保存している場所を入力する。 

i 記録媒体種別 

公文書ファイルを記録している記録媒体の種別（紙又は電子）を入力する。 

（イ） 公文書ファイル情報の修正 

入力した公文書ファイル情報の内容に変更が生じた場合は、その都度修正するものと

する。 

（ウ） 入力・未入力の識別 

公文書ファイル情報の入力・未入力を識別するため、入力が終了した公文書ファイル

の背表紙に青色等の丸印を付すものとする。ただし、当該公文書ファイルの形状等によ



り丸印を付すことが適当でないものについては、これを省略することができる。 

（５） 公文書分類基準表及び公文書ファイル管理簿の備付け 

ア 本部所属 

本部所属の事務に係る公文書分類基準表及び公文書ファイル管理簿については庶務を担

当する係に、庶務を担当する係以外の係が担当する事務に係る公文書分類基準表及び公文

書ファイル管理簿については当該係に備え付けるものとする。 

イ 警察署 

警察署の事務に係る公文書分類基準表及び公文書ファイル管理簿については総務を担当

する課に、総務を担当する課以外の課等が担当する事務に係る公文書分類基準表及び公文

書ファイル管理簿については当該課等に備え付けるものとする。 

２２ 完結文書の整理及び保管（規程第３８条関係） 

（１） 完結文書の整理方法 

ア 「他の適当な方法」とは、図画、写真、フィルム、カード、帳票等については当該完結

文書の形状等に応じて箱、キャビネット等に収納する方法を、電磁的記録については電磁

的記録を保存している媒体自体を公文書ファイルとする方法をいう。 

イ 公文書ファイルは、原則として保存期間ごと及び暦年又は会計年度ごとに作成するもの

とする。 

ウ 公文書ファイルには、索引目次を付すものとする。ただし、索引目次を付すことが適当

でないものについては、省略することができる。 

（２） 背表紙等の表示 

ア 作成した公文書ファイルの背表紙には、年（年度）、分類記号、分冊数、ファイル名、

保存期間及び保存期間満了日を記載するものとする。 

イ 図画、写真、カード、帳票、電磁的記録等アにより難いものについては、当該公文書フ

ァイルの形状等に応じて適当な方法により、公文書ファイルの背表紙に記載すべき項目と

同一の内容を表示するものとする。 

ウ ア及びイの規定にかかわらず、年（年度）、分類記号、分冊数、ファイル名、保存期間

及び保存期間満了日を記載し、又は表示することが適当でないものについては、その一部

又は全部を省略することができる。 

（３） 公文書ファイルの保管要領 

ア 公文書ファイルは、キャビネット等保管する場所を指定し、当該キャビネット等に番号

等を表示して収納するとともに、公文書ファイルを作成した年（年度）及び分類記号等の



順に配列するものとする。 

イ 公文書ファイルは、原則として作成した当年（当年度）分をキャビネット等の中段から

上段に、前年（前年度）以前のものを下段に保管し、年（年度）が替わるときに移替えを

行うものとする。 

（４） 分類の対象としない公文書の整理及び保管 

２０の（２）のアからウまでに規定する分類の対象としない公文書の整理及び保管につい

ては、（１）から（３）までに規定する整理及び保管要領に準じて行うものとする。この場

合において、背表紙等には、次の項目を記載するものとする。 

ア 年（年度） 

イ ファイル名 

ウ 保存期間 

２３ 歴史公文書の事前評価（規程第３８条の２関係） 

規程第４４条の２第１項の規定による歴史公文書の選別を円滑かつ適切に行うため、歴史公

文書として選別されることが見込まれると評価した公文書の情報は、文書管理システムに入力

するものとする。 

２４ 未完結文書の整理及び保管（規程第３９条関係） 

（１） 未完結文書の整理 

未完結文書は、未完結文書ごとに紙挟み、書類整理箱等の係名等を記載した一時収納フォ

ルダーに整理するものとする。 

（２） 未完結文書の保管 

未完結文書を整理した一時収納フォルダーは、当該未完結文書を担当する係等の共用のキ

ャビネット等適当な一定の場所に保管するものとする。 

２５ 保存期間（規程第４０条関係） 

（１） 「長期」とは１０年を超えて保存する必要があるものを、「用済後廃棄」とは保存期

間が１年未満のものをいう。 

（２） 保存期間は、公文書保存期間基準表に定める保存期間の区分欄に掲げる基準に基づき

設定しなければならない。 

（３） 公文書保存期間基準表は、原議の保存期間の基準を示したものであるため、施行した

公文書の保存期間については、その内容に応じて、当該原議の保存期間と同一又はそれを超

えない期間を指定するものとする。 

２６ 公文書の保存方法（規程第４３条関係） 



（１） 「専用の場所」とは、文書、図画等については文庫又は事務室の書架等を、電磁的記

録については事務室の書架等又はホストコンピュータで管理されている磁気媒体若しくはサ

ーバの共用部分等をいう。 

（２） 文庫として整備された収納施設のない所属にあっては、物品倉庫等の一部を文庫とし

て使用することができる。この場合、他の物品等と混同しないよう必要な措置をとるものと

する。 

２７ 歴史公文書の選別及び引継ぎ（規程第４４条の２関係） 

（１） 規程第３８条の２の規定により事前評価を行ったものについても、保存期間が満了し、

又は引き続き保存する必要がなくなった時点において改めて全ての公文書を対象として、歴

史公文書評価選別基準により選別を行うものとする。 

（２） 保存期間が「長期」の公文書については、保存期間が１０年を経過した後、引き続き

保存する必要の有無を検討し、保存する必要がないと認めるときは、歴史公文書の選別を行

うものとする。 

（３） 歴史公文書評価選別基準に係る細目等は、別に定める。 

（４） 規程第４４条の２第２項の規定により意見を付すときは、利用制限意見書（様式第４

号）によるものとする。 

（５） 歴史公文書の目録は、福岡県立公文書館条例施行規則（平成２４年福岡県規則第４５

号）第５条に掲げる事項を文書管理システムにより作成したものとする。 

２８ 福岡県知事への移管（規程第４４条の３関係） 

歴史公文書の移管は、その時期、方法等を福岡県知事と協議の上、行うものとする。 

２９ 公文書の廃棄（規程第４５条関係） 

（１） 電磁的記録は、当該電磁的記録の消去をもって廃棄したものとみなす。 

なお、消去し難い電磁的記録にあっては、当該電磁的記録が記録されている媒体を焼却、

裁断等復元できない方法によるものとする。 

（２） 規程第４５条第１項及び第４項の規定による公文書の廃棄は、原則として公文書ファ

イルごとに行うものとする。 

（３） （２）の公文書の廃棄は、規程第４４条の２第１項の協議を終えた後に行うものとす

る。ただし、保存期間が用済後廃棄の公文書については、当該公文書の保存期間が満了した

時点で廃棄するものとする。 

（４） 文書管理者は、規程第４５条第２項の規定により総括文書管理者の承認を求めるとき

は、廃棄承認願（様式第５号）により、本部の文書主管課長を経由して行うものとする。 



（５） 保存期間が「長期」の公文書のうち、２６の（２）の規定により保存する必要がない

と認めたものであって歴史公文書として選別しなかったものについては、廃棄承認願により

総括文書管理者の承認を得て廃棄するものとする。 

（６） 文書担当者は、公文書を廃棄するときは、公文書廃棄書（様式第６号）を作成しなけ

ればならない。ただし、保存期間が用済後廃棄の公文書を廃棄するときは、この限りでない。 

３０ 文書取扱いの特例（規程第４６条関係） 

本部長の承認は、本部の関係の部長又は所属長の上申により受けるものとする。 


